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『財政と公共政策』投稿規定

　本誌は，財政と公共政策に関する幅広い領域の理論的・実証的研究の成果を公表し，相互交流を促すこ
とによって財政学研究，および公共政策研究の更なる深化・発展に寄与していくことを目指しています．
本誌の発行は財政学研究会を母体としていますが，上述の目的のために会員だけでなく広く非会員の方々
からの本誌への投稿も歓迎します．
　本誌への投稿論文は，財政学研究会内に設けられた『財政と公共政策』編集委員会によって受理され，
編集委員会の選任した複数の査読者による審査の上，掲載を許可されたものが掲載されます．なお，投稿
を希望される方は，以下の投稿規定に留意されるようお願い申し上げます．

投 稿 規 程
［本誌の扱う内容］
　財政学（予算論，経費論，租税論，公債論，地方財政論，国際財政論，財政政策論，財政思想，財政史等），
国家・自治体論，地方自治論，ガバナンス論，規制緩和，民営化，公益事業論，公共政策論（環境政策，
交通政策，国土政策，都市政策…）等関連領域．

［投稿論文の受理］
　投稿論文は随時受け付けています．到着した原稿を事務局が確認し、投稿規程を満たしたものと判断され
たものから順次査読に入り，査読終了後に掲載が決定したものから順番に，年2回発行（5月，10月）される
本誌に掲載していくことにします．なお，投稿された論文は，採択の可否にかかわらず返却されません．

［投稿論文の種別］
　投稿論文には．研究論文、研究ノート、展望論文の3種類があり，原則として査読付です。制限字数は，
Microsoft Wordのカウントで，研究論文20000字，研究ノート12,000字，展望論文16,000字です．ただし制
限字数は全て図表込みの数字です．図表を用いる場合は1点を800字と計算し，5点までを上の字数に含める
ことができます．また，総字数が上記の制限字数を超える場合，受理致しませんので．あらかじめご留意
下さい．なお，抜き刷りにつきましてはご要望に添えかねますので，ご了承ください．

［投稿料］
　財政学研究会会員は無料，非会員は有職者の方が1万円，大学院生の方は5千円となります．共著の論文
の場合は，共著者のうちの責任著者あるいは筆頭著者が会員であれば無料，非会員であれば有職者の方が1
万円，大学院生の方は5千円となります．

［論文提出要領］
　投稿を希望される方は，Microsoft Word による文書ファイルを下記の投稿論文送付先に提出して下さい．
なお，上記の文書ファイルではなくハードコピーにて投稿を希望される方は本研究会までお問い合わせ下
さい．また，掲載が決定した場合には，Microsoft Word，による文書ファイルを提出して頂くことになり
ますので，あらかじめご留意下さい．図表をファイルとして提出する場合には，上記ワープロソフトで作
成できるもの以外には，Microsoft Excel，PDFによって作成されたものに限り，受領することが可能です．
それ以外のものは．鮮明な印刷原稿．またはコピーをご用意下さい．なお，投稿論文には以下の内容を記
載した表紙を添付して下さい．①論文タイトル②投稿者の氏名③連絡先（住所，電話・FAX番号．Eメー
ルアドレス）④英文タイトル⑤英文氏名⑥内容要約（日本語，約 200 字）⑦論文のキーワード（5語以内）．

［査読について］
　投稿原稿の査読は，原則として査読 1回、再査読 1回の計 2回で行います．

［投稿論文送付先］
財政学研究会事務局
〒 606-8501　京都市左京区吉田本町　京都大学大学院経済学研究科財政学（諸富）研究室内
　　　　　　Tel：075-753-3510
　　　　　　Fax：075-753-3492
　　　　　　E-mail：zsgkk.admn@gmail.com
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　日本創成会議・人口減少問題検討分科会（2014）は，現在のような大都
市への人口流入と出生率の低下が続けば，2040年にまでに若年女性（20
～39歳）の人口が50％以上減少する市区町村は全国に896あり，なかで
も人口が1万人未満で消滅の可能性が高い市町村は532にのぼるという結
果を提示した．そして人口減少を食い止める方策として，総合司令塔として
総合戦略本部を内閣に設置することや，長期ビジョンと総合戦略を策定する
ことを提言した．
　過疎地域の少子高齢化と人口減少，特に条件の悪い集落の消滅は，2007
年に，限界集落論として提起され，注目を浴びてきた（山下, 2012）．そし
て東日本大震災は，地域再生を可能にする条件を奪った可能性もあるとも指
摘されている．
　こうした状況の中で公表された本報告書は，若年女性人口の50％以上の
減少を「市町村消滅」と名付け，「市町村消滅」の危機にある市区町村の名前
を具体的に列挙することで，限界集落論が提起してきた問題が「今，そこに
ある危機」であることを提起した．そして人口減少に即して最も有効な対象
を選択し，投資と施策を集中するという「選択と集中」を提言することで，「効
率性の悪い地域には消滅してもらった方が良い」という平成の市町村大合併
に通底する論理を貫徹させるとともに，「農村たたみ論」や「コンパクトシテ
ィ」といった現在の政権の成長促進戦略を後押ししている．
　しかし，少子高齢化と人口減少が急速に進んでいるとしても，それはスト
レートに「地方消滅」をもたらすとは限らない．近年都市住民の農山村移住
への関心が高まってきており，特に東日本大震災以降，「ライフスタイルの転
換」を希望して農山村に移住する30代のファミリー層が動き出している（小
田切, 2014）．
　また，「選択と集中」も，「地方消滅」や「自治体の消滅」に対する有効な
対応策となるわけではない．農村村集落は，住民の住み続ける強い意志に支
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えられた強靱性を有しており，本来的に持続する力を持っている（小田切 , 
2014）．にもかかわらず，集落が消滅するのは，自然災害をきっかけに住民
が居住や地域づくりを諦めるだけでなく，地域づくりを支える政策の実施が
困難になる，言い換えれば，「選択と集中」を進めた結果との反論もなされて
いる（岡田, 2014）．そこで，「選択と集中」論に代わり，過疎地の農山漁村
での自立した生活を可能にする方策として，「多様性の共生」を可能にする地
方自治の確立が提案されている（山下, 2014）．
　こうした議論を背景に，財政学研究会では，2014年 9月16日に，夏合
宿の一環として，島根県中山間地域研究センターにて，『徹底討論　中山間地
域を裁く：市町村消滅か，田園回帰か』と題する参加型ディベートを行った．
そしてこの時に行われた問題提起及びディベートの内容を学術的な観点から
再構築し，その成果を財政学研究会の会員と広く共有することを目的として，
2015年 10月 30日に，京都大学で，『地域再生のこれまでとこれから』
と題するシンポジウムを島根県中山間地域研究センターと共同で開催した．
　本特集は，このシンポジウムでの講演内容をもとに執筆した論文から構成
され，中山論文は査読付論文として，太田論文は招待論文として，それぞれ
掲載している．なお，藤山浩氏の講演内容は既に藤山（2015）にて公表さ
れていることから，シンポジウム講演者の竹内亮氏が書評として紹介するこ
ととした．

参考文献
岡田知弘（2014）「さらなる『選択と集中』は地方都市の衰退を加速させる
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特集編集担当　森　晶寿（京都大学地球環境学堂）



　本特集は2015年12月19日に京都大学にて開催されたシンポジウム「リ
ーマン危機後の先進諸国における社会保障政策・労働市場政策の進展」にお
ける講演を基に構成した．同シンポジウムでは EU諸国と日本において社会
保障政策と労働市場政策の連携を強める政策改革の動向がリーマン危機を経
てどのように変化しているのか，また取り組みの現状や，日本における展望
などといった内容について，活発な議論が交わされた．
　シンポジウムでは大阪市立大学の中村健吾教授による，リーマン危機とユ
ーロ危機以後の EUにおける福祉レジーム改革の方向性について，続いて京
都大学の久本憲夫教授による日本の職業能力開発を中心とした雇用政策の成
果と課題についての講演があり，京都大学大学院の高橋勇介氏から両講演に
対するコメントと，日本における積極的労働市場政策と社会保障制度の展望
について報告が行われた．続くディスカッションではフレキシキュリティー
やアクティベーション等のキーワードや，NPOの役割，難民の問題に対す
る取り組みについてなど，様々な意見交換が行われた．

キーワード：  社会的排除，フレキシキュリティ，アクティベーション，職業
能力開発

特集編集担当　松島圭祐（京都大学大学院経済学研究科）

　　　　　　冬シンポジウム企画

　　　　　　「  リーマン危機後の先進国における
社会保障政策・労働市場政策の進展」
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財政学研究会会則

Ⅰ　名称及び目的
　 　本会は財政学研究会と称し、財政学、経済学、公共政策及び関連諸分野における共同研究、な
らびに教育方法の研究をすすめることを目的とする。

Ⅱ　所　在　地
　　京都市左京区吉田本町京都大学経済学部内財政学（植田）研究室に本会事務局を置く。

Ⅲ　会員並びに入会規定
　 　会員及び院生会員を定める。会員及び院生会員は所定の会費を納入し、本会の運営及び共同研
究活動に参加する。会員及び院生会員の入会は、会員二名の推薦にもとづき総会においてこれを
決定する。院生会員から会員への移行については別途定める。

Ⅳ　会　代　表
　　本会代表一名を総会で選出する。会代表は総会の招集を行う。

Ⅴ　総　　　会
　 　少なくとも年一回は総会を開催し、年間共同研究計画の作成、入会者の決定、会計報告、運営
委員の選出等を行う。また、会員の十分の一の要求があれば、臨時総会を開催することができる。

Ⅵ　運営委員会
　 　総会において運営委員若干名を選出し運営委員会を組織する。運営委員会は次の総会までの会
務を執行し、必要に応じて事務局を置くことができる。

Ⅶ　会　　　費
　　会員より年間会費5,000円を徴収する。三ヵ年以上にわたり会費を納めないものは、原則として
会員たる資格を失う。院生会員の会費については別途定める。会費の変更は総会が決定する。

Ⅷ　会計監査及び予算
　　総会は年間予算を決定し会計監査一名を選出する。会計監査委員は年一回会計監査を行う。

Ⅸ　研究活動
　　本会は次の諸活動を行う。
　　（１）定例研究会及び合宿研究会
　　（２）専門別研究部会の設置、運営
　　（３）機関誌の編集、発行、普及
　　（４）プロジェクト研究及び出版
　　（５）その他

Ⅹ　『財政と公共政策』
　１ ．本会機関紙、『財政と公共政策』を年二回発行する。総会において編集委員会を設置し、編集
委員会がその編集、発行を行う。編集委員会の規則は別途定める。

　２．定期購読者は実費（送料込）で『財政と公共政策』を購入する。

ⅩⅠ　付　　　則
　　本会に必要な改正は、総会において行う。
　　本会則は1979年4月28日付で発効する。
　　本会則は2006年8月28日に改正され、同日付で発効する。
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